
①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

総事業費
(①＋⑤)

（財源）国・都
からの補助金等

(内)投資的経
費等

(内)委託費

職員数
(常勤｜非常勤) 人

74,714

21.4%

人件費

分　野

人件費比率

78,926

502

千円

千円

千円

0

総事業費伸び率
（計画比/実績比）

事業費

実績

20年度

みどりの産業で元気のでる都市をつくろう 分野番号

政策評価表（基本計画＜13～22年度＞最終評価）

政策番号 9政策名 環境と共生する産業の育成のために

4

337,924302,262274,524 270,312

9.00

36,376 146,260 124,130

324,352

0

単位

２　政策を取り巻く環境(社会情勢、国･都の動き、区民意見等)

○「リーマンショック」などによる世界的な経済不況の影響で、国内は深刻な不況に陥りました。一部回復傾向をみせていまし
たが、23年3月に発生した大震災により再び経済情勢は不安定な状況となっています。
○国・都が、大規模な緊急経済対策を講じる中、杉並区においても臨時職員雇用等の雇用創出事業や、区内事業者への発
注枠の拡大、プレミアム付商品券の販売助成など、区を挙げて６次に渡る対策に取り組んできました。
○区内事業者への経営支援としては、厳しい経営状況に陥った区内中小企業の資金繰りのため、当初３年間無利子の産業
資金融資（利子補給）制度を平成20年度から実施し、これまで約2,500社の申込みがありました。
○国や都、周辺自治体が創業支援施策を展開する中で、杉並区においても創業支援融資やＳＯＨＯ事務所の貸出、専門家
による助言等を実施してきました。
○アニメ施策については、平成22年6月に経済産業省が「産業構造ビジョン」の成長戦略5分野の一つにアニメなどの文化産
業を取り上げるなどの方向性を打ち出しています。都もアニメ産業を重点産業と位置づけて、アニメの総合見本市「東京国際
アニメフェア」を開催しています（平成23年3月の開催は、東日本大震災の影響により中止されました）。一方、区のアニメ施策
については、杉並版「事業仕分け」を受け、抜本的な見直しを図ります。

政策評価表
作成課

区民生活部産業振興課

区内の産業を活性化させるとともに、みどり豊かで良好な住宅都市としての杉並区の特色を生かし、環境と共生することのでき
る産業を育成し、活力溢れるまちづくりを推進します。

政　策
所管部

区民生活部

１　政策目標

計画

112,305

３　政策コスト

実績

13年度

実績

21年度
項　　目

計画

22年度

実績

57,657

2.00 8.167.49 2.28 9.07 2.00 5.65 1.10

53,483千円 85,497

千円 349,238 357,996

24.5 19.6

千円 0

362,030

22.0 13.7

▲ 6.6

15.9

8.3

391,407

304,373

155

109,311

6.10 1.10

110,998

502

118,096

2.00

0

▲ 2.9

403,278 387,759

87,684

% 12.3

3,000 0

10.4

0



施策名

産業振興の基盤
整備

新しい産業の育
成・支援

重
要
度

A

A22
28

14年度

287
909 1,200

44

1,127 22

14年度
42 45 62 100

20年度指標名

産業融資資金貸付件数

創業支援融資資金貸付件数

43 件

件

1,516

４　目標達成のための10年間の主な取組 ５　政策の総合評価（政策目標に対する達成度等）

７　政策を構成する施策（主な指標と重要度評価）

21年度

○平成18年度に「商業・工業・農業等実態調査」を実施しまし
た。
○創業支援施設「阿佐谷キック・オフ／オフィス」を平成１５年に
阿佐谷地域区民センターの一部を活用し９室で開設し、３２事業
者の利用がありました。
○求職者への就労を支援するため「就職面接会」を実施しまし
た。
○中小企業の経営支援のための「産業融資資金」のあっせんを
行いました。
○急激な経済不況の対策として、３年間無利子の「緊急経済対
策融資」を実施しました。
○アニメ制作会社の事業拡大を図る見本市として、平成13年度
から杉並アニメーションフェスティバルを開催しました。延べ来場
者数は86,738人となりました。
○次代を担うアニメーター養成事業として、平成14年度から「杉
並アニメ匠塾」を開設しました。これまでの入塾者数は53人、修
了者数は45人、アニメ製作会社への就職者は39人になりました。
○区内のアニメスタジオがネットワークをつくり、情報の共有と新
たな事業展開を促進するとともに、イベント開催と地域貢献を通
じ、アニメ産業全体の活性化を図るため、平成13年度に杉並ア
ニメ振興協議会を設立しました。区内75社のうち、22社により構
成され、「杉並アニメ匠塾」の運営や、アニメーションフェスティバ
ルへの参加を行いました。
○アニメ関係資料を収集・保管・展示することを目的として、平成
15年に「杉並アニメ資料館」を開館しました。さらに、国が設置を
予定していたアニメーションセンターを誘致し、アニメを活用して
観光事業を展開する中核施設として、平成17年から「杉並アニ
メーションミュージアム」に発展しました。延べ来館者数は
265,863人を数えます。

６　今後の課題と方向性

22年度 目標値

創業支援施設では、入所対象をみどりの産業に寄与するこ
とを目的とした事業者とすることで、「みどり豊かな住宅都
市」としての杉並区の特色を活かし、環境と共生することの
できる産業の育成に向け、一定の成果を得ました。
また、創業に関して経営相談や融資のあっせんを行うなど
経営支援を行い、新たな事業者を増やし産業振興の発展
を図っています。
アニメ施策については、この間の先駆的な取り組みにより、
「アニメのまち杉並」としての知名度向上に貢献しました。ま
た、この取組みは、練馬区、武蔵野市、三鷹市など、近隣
自治体への拡がりをみせました。
一方、平成14年度から東京都によって東京国際アニメフェ
アが開催され、国においても「新成長戦略」の中でアニメ産
業の振興が掲げられるなど、区としての事業目的が不明確
になっています。

施策
番号

目標
年度

単位 年度

「緊急経済対策融資」や「産業融資制度」は、利用者にとってより使いやすい制度とすることが必要です。例えば借り換え制度
の要件の見直しなどを行い、区内中小事業者に対する支援の拡充を行います。
アニメ施策については、「住宅都市すぎなみ」に即した新産業として10年間取り組んできた結果、「アニメのまち杉並」の認知
度が高まるなど、一定の成果を上げてきました。今後は、アニメの持つ発信力や集客力、まちや人に活気を生む娯楽性の高さ
が、商店街振興や地域活性化等に最大限活用され、アニメ産業支援と地域の賑い創出が同時に図られるような施策となるよ
う、「アニメーションミュージアム運営」を含めて事業のあり方を抜本的に見直します。



①

②

③

④

⑤

⑥

⑦
（財源）国・都
からの補助金等

0

人件費

総事業費
(①＋⑤)

事業費

(内)投資的経
費等

(内)委託費

職員数
(常勤｜非常勤)

人件費比率

32,142

0

１　政策目標

分　野

27,977 34,572

項　　目

千円

千円

千円

0

計画

政策評価表（基本計画＜13～22年度＞最終評価）

政策番号 10政策名 商店街の活性化のために

政　策
所管部

区民生活部

みどりの産業で元気のでる都市をつくろう 分野番号 4

21年度

総事業費伸び率
（計画比/実績比）

22年度

実績
単位

計画 実績

20年度

318,245

3,876 52,502

２　政策を取り巻く環境(社会情勢、国･都の動き、区民意見等)

○長引く景気の低迷、住・職の分離、大型店・チェーン店の参入、高齢化と後継者不足、消費の多様化等により商店会を取り
巻く環境は引き続き厳しい状況が続き、先行き不透明といえます。
○杉並区商店会連合会加盟の商店数は減少傾向にあります（商店会連合会加盟商店数Ｈ16：5,134商店→Ｈ21：4,796商
店）。
○区が平成18年に実施した買物動向調査によると、商店街に対する利用者の満足度は、「満足」が53.2％、「不満足」が
46.8％とほぼ拮抗しています。

政策評価表
作成課

区民生活部産業振興課

商店街イベントやまつりによる賑いの創出、美観の向上、安全・安心の確保、コミュニティスペースの設置等により、商業地とし
ての活性化を図るとともに、「地域住民の憩いの場」、「地域コミュニティの醸成の場」としての発展を促します。

417,779297,612207,509 168,306

3.82 3.84

0 4,868 4,773

３　政策コスト

実績

13年度

実績

0

475,896

0.00 6.35 0.50人 0.000.00 3.623.08 0.00

68,939

▲ 35.3

千円 34,095

千円

58,117

235,486 202,878 350,387 331,707 435,797

35.8

10.3 12.211.9% 17.0 9.2

95,541 49,373

369,920

0

52,025

7.22 0.50

65,877

70,198

31.4

15.1

千円

% 32.2

47,940 71,439

63.5



施策名

魅力ある商店街づ
くり

重
要
度

A

指標名

商店街の集客力を高めるイ
ベント事業を行った商店会

22
13年度

46
64

６　今後の課題と方向性

　景気の低迷や、大型店・チェーン店の参入、高齢化と後継者不足、消費の多様化など、商店街を取り巻く環境は一層厳しさ
を増していくことが考えられます
　今後は、商店会の自主的な取組を支援し、景気や時代の波に対応できるような柔軟で体力のある商店や商店会を形成する
必要があります。そのために、地域特性を活かした個性的な商店街の創出支援や、複数の商店会と町会等が連携してまちを
つくっていく仕掛け等を検討していきます。
　また、モバイル端末や電子決済などのＩＴ技術の格段の進展や、東日本大震災後の地域コミュニティの醸成などの背景をふ
まえ、まちづくりや地域社会への貢献といった観点から商店街振興を見直していきます。

45

４　目標達成のための10年間の主な取組 ５　政策の総合評価（政策目標に対する達成度等）

７　政策を構成する施策（主な指標と重要度評価）

20年度 21年度

団体 65 82 70

○新・千客万来アクティブ商店街事業（平成13年度～）
　商店会等が提案する商店街活性化事業に対する助成
　補助率10/10（継続支援型は４/５）
　上限500万円（継続支援型は300万円）
○元気を出せ商店街事業（イベント事業）（平成12年度～）
　商店街等が実施するイベント事業に対する補助金
　補助率　・事業費100万円未満　５/６　上限300万円
　　　　　　  ・事業費100万円以上　２/３　上限300万円
○アドバイザー派遣事業（平成16年度～）
　商店会及び事業所へのアドバイザー派遣
　派遣１回につき２万円
　・商店会　年度内１２回まで　　・事業所　年度内２回まで
○商店街ホームページ作成助成事業（平成13年度～）
　補助率２/３　上限100万円
○商店街いらっしゃいマップ事業（平成15年度～）
　補助率２/３　上限20万円
○商店街装飾灯建設助成
　建替え（ＬＥＤ化）　補助率５/６ （昭和63年度～）
　灯具・ランプ交換（ＬＥＤ化）　補助率95％（平成20年度～）
○街の駅事業（平成18年度～）
　商店街の案内所や買い物客の休憩スペースに活用される施設設置に
対する助成
　補助率４/５　上限800万円
○商店街防犯カメラ設置費助成（平成16年度～）
　補助率２/３　上限600万円
○空き店舗助成事業（平成16年度～）
　商店街の空き店舗で地域特性事業を開始する中小企業者等への助
成
○プレミアム付区内共通商品券事業助成（平成21年度～）
　杉並区商店街振興組合連合会が発行するプレミアム付区内共通商品
券（なみすけ商品券）に対する助成
　補助額　　１億円（プレミアム相当分）

商店街イベントの開催、商店街装飾灯や防犯カメラ等への
助成、街の駅事業などにより、街のにぎわい創出や美化・
防犯の推進など「地域住民の憩いの場」「地域コミュニティ
の形成の場」作りが一定程度進み、商店街や中小商店等
の発展に寄与することができたと考えられます。
また、プレミアム付区内共通商品券発行については、緊急
経済対策として短期間に区内消費を喚起する効果があった
ものと考えられます。
一方、アドバイザー派遣等や若手育成事業にもかかわら
ず、商店会連合会加盟商店数が平成16年の5,134商店か
ら平成21年の4,796商店に減少するなど、恒常的な商店街
活性化に課題があります。

施策
番号

目標
年度

単位 年度 22年度 目標値



①

②

③

④

⑤

⑥

⑦ 8,139

11.5

46.4

千円

% ▲ 44.2

623 5,623

▲ 46.7

31,109

0

7,361

2.56 1.40

26,966

58,075

5.2

64.7 40.073.2% 48.0 52.8

1,416 5,617 623

19.3

千円 33,693

千円

23,445

55,848 97,674 55,703 52,066 58,586

1.00 2.20 0.00人 1.001.00 3.004.50 0.00 4.87 3.48

0 28,362 7,737

３　政策コスト

実績

13年度

実績

0

7,941

２　政策を取り巻く環境(社会情勢、国･都の動き、区民意見等)

農地面積、農家数は、農業者の高齢化による後継者問題、相続税負担に伴う農地売却などから、減少傾向にあります。一
方、多年にわたる区・農協等との連携による各事業の実施や、農への関心の高まり、食の安全志向、環境意識の高まり等、新
たな社会ニーズの受け皿として、区内農業が注目を集めています。

政策評価表
作成課

区民生活部産業振興課

○農産物の販売及び収穫体験・区民農園利用者等を通じた区民と農地・農業とのふれあいの実現
○収益性の高い農業経営推進による営農意欲の増大
○区内生産物の地産地消の推進
○農地面積の維持

35,14118,37314,974 50,800

21年度

総事業費伸び率
（計画比/実績比）

22年度

実績
単位

計画 実績

20年度

26,273

6,577

政策評価表（基本計画＜13～22年度＞最終評価）

政策番号 11政策名 都市農業の育成のために

政　策
所管部

区民生活部

みどりの産業で元気のでる都市をつくろう 分野番号 4

１　政策目標

分　野

40,874 46,874

項　　目

千円

千円

千円

635

計画

事業費

(内)投資的経
費等

(内)委託費

職員数
(常勤｜非常勤)

人件費比率

29,430

0 0

人件費

総事業費
(①＋⑤)

（財源）国・都
からの補助金等



22年度 目標値

区民の区内農産物に対する需要と農業や農業者に対する親し
み、理解の向上のために、以下の事業を行いました。
①農産物即売会の開催・支援
②体験型農園運営支援
③区民農園運営
④ふれあい農業体験（農作業体験事業）
⑤地元野菜デー（学校給食への食材提供）
⑥農業祭の実施（農業委員会・JAとの共催）

農地保全のために、以下の事業を行いました。
①農業委員会による農地パトロール
②国や都への農地制度改正への要望活動
③企業的経営農家に対する助成事業

農地の減少を最小限にとどめる一方で、食の安全へのこだ
わりや環境に対する意識向上を受けて、地産地消を実現す
る区内農業への期待も徐々に高まっています。この施策は
こうした状況に沿うものであり、農業を取り巻く制度面・構造
面の課題を除けば、達成度は高いものと考えます。

施策
番号

目標
年度

単位 年度

７　政策を構成する施策（主な指標と重要度評価）

20年度 21年度

ｈａ 50.72 50.34 50.72

４　目標達成のための10年間の主な取組 ５　政策の総合評価（政策目標に対する達成度等）

６　今後の課題と方向性

区民の生活スタイルが、都市の利便性に加え、良好な環境との共存を求める傾向にあり、農産物即売会やふれあい農業体
験、区民農園・体験農園などの事業に対する関心が高まっています。一方、相続税制など現行の法制度では、区内農地の減
少を抑制することは非常に困難な状況です。可能な限り現状の改善を図るため、農業ボランティア等の人的支援や経営基盤
強化など、農家の営農意欲を喚起する施策が必要です。
また、農地を「住宅都市に不可欠な環境・基盤」として積極的に評価し、「農業振興」としての側面とともに、「緑地保全」として
都市整備施策の中でも方向性を明らかにする必要があります。都市整備部門と連携し、緑地保全の効果的な対策を検討して
いきます。

47 51.16 22
13年度

66.0

指標名

農地面積

重
要
度

A

施策名

新しい都市農業の
推進



①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

20.2

489,687 352,167

57,554

% 55.8

10,205 173,685

3.1

千円

421,909

554

287,326

5.08 2.00

11,827

3,040

124,233

1.00

249,99087,810 297,935

473,123

16.5 7.0

34.3

10.8

29.2

千円 58,199

千円 244,629 272,594

21.1 11.4

51,214

1.00 5.981.11 0.00 6.05

588,557

1.00 4.65 2.00

41,314

368,150

３　政策コスト

実績

13年度

実績

21年度
項　　目

計画

22年度

実績
単位

２　政策を取り巻く環境(社会情勢、国･都の動き、区民意見等)

○中小企業が単独で実施できない福利厚生事業や健康増進事業について、公益法人である（財）杉並区勤労者福祉協会に
よる中小企業勤労者への福利厚生サービスの実施が引き続き求められています。
○法人法の改正をふまえ、公益法人のあり方について検討する必要があります。
○事業者の高齢化による廃業や従業員の高齢化等により、（財）杉並区勤労者福祉協会の会員数は減少傾向にあります。
○すぎなみ地域大学の開校以来、毎年定員を上回る受講申し込みがあり、区民の地域社会への参加や社会貢献活動への
意欲が一層高まっています。そのため、すぎなみＮＰＯ支援センターでは、地域活動に関心のある区民を実践に結びつけて
いくための支援や、ＮＰＯ等が「新たな公共」を担うため、安定した組織活動を展開するための支援の充実が求められていま
す。また、ＮＰＯの財政支援策の一つであるＮＰＯ支援基金についても、寄附文化の醸成を視野に新たな寄附者の開拓等、
普及啓発への取り組みの一層の強化が望まれています。

政策評価表
作成課

区民生活部産業振興課

区民一人ひとりが、それぞれの価値観に基づき､個性と能力を十分に発揮できる創造的で活力のある地域社会を築くために､
勤労者や女性、高齢者などの多様な働き手や社会貢献を目的とするNPO（非営利組織）、ボランティアなどが働きやすく､活
躍できる社会を形成します。

政　策
所管部

区民生活部

１　政策目標

計画

547,243293,968234,546 215,040

6.07

82,031 90,350 188,239

433,797

618

実績

20年度

みどりの産業で元気のでる都市をつくろう 分野番号

政策評価表（基本計画＜13～22年度＞最終評価）

政策番号 12政策名 多様な働き手、組織が活躍する社会の形成のために

4分　野

人件費比率

55,890

4,465

千円

千円

千円

0

総事業費伸び率
（計画比/実績比）

事業費

(内)投資的経
費等

(内)委託費

職員数
(常勤｜非常勤) 人

10,083

4.1%

人件費

総事業費
(①＋⑤)

（財源）国・都
からの補助金等



６　今後の課題と方向性

22年度 目標値

○中小企業の勤労者への福利厚生事業においては、大企
業との福利厚生面での格差の解消に努めました。さらに、
中小企業の福利厚生を充実させることで従業員の確保や
従業員の勤労意欲の向上に寄与することが出来ました。
○「杉並区NPO・ボランティア活動及び協働の推進に関す
る条例」により、協働推進の基本理念等を明らかにするとと
もに、NPOやボランティア等が地域で活躍できる環境を整え
ました。また、すぎなみ地域大学では、様々な講座を開講
し、協働の担い手を育成してきました。このように、地域の人
材育成から地域活動への参加まで、一体的に支援を行うこ
とにより、公共サービスの担い手である人材や区内のNPO
団体を着実に育成するなど、多様な働き手や組織が活動し
やすい環境の向上に寄与してきました。なお、区内のNPO
法人数は平成15年度に比べ倍増し、平成21年度の段階で
目標団体数に迫る状況となっています。

施策
番号

目標
年度

単位 年度

　中小企業の勤労者への福利厚生事業については、中小企業の経営環境や雇用環境、事業のニーズを踏まえ、「財団法人
杉並区勤労者福祉協会」のあり方を含め検討・見直しを図ります。
　地域人材との協働については、今後、すぎなみ地域大学とNPO支援センターが連携して、地域人材の育成から地域活動ま
で一体的な支援を行っていく方策を、新たな基本構想策定の進捗にあわせ検討します。また、NPO団体等への財政支援策
の一つである「NPO支援基金」についても、基金の普及啓発の取り組みを強化し、NPO団体等が「新たな公共」分野で質の高
い活動ができるよう一層、支援を充実していきます。

○平成14年4月から「杉並区NPO・ボランティア活動及び協働の
推進に関する条例」を施行しました。
○平成14年6月に「杉並区NPO支援基金」を設置し、NPOの財
政面の支援を始めました。
○平成14年10月に「NPO・ボランティア活動推進センター」を開
設し、地域活動の支援を始めました。
○平成17年4月に「すぎなみ地域活動ネット」を稼動し、インター
ネットによる地域活動情報の発信と、区民の地域活動への参加
促進を図りました。
○平成18年4月に、地域活動に必要な知識や技術を学び、協働
の担い手として活躍するための仕組みとして「すぎなみ地域大
学」を開校しました。
○平成18年4月に、「杉並NPO・ボランティア活動推進センター」
を改組し、「すぎなみNPO支援センター」と「杉並ボランティア・地
域福祉推進センター」を開設してNPO等団体の支援を始めまし
た。

68,759.0

４　目標達成のための10年間の主な取組 ５　政策の総合評価（政策目標に対する達成度等）

７　政策を構成する施策（主な指標と重要度評価）

21年度

件

団体

20年度指標名

(代）（財）杉並区勤労者福祉
協会が提供する福祉サービ
ス等の実績件数

区内のNPO法人数

48

51

69,220.0 22

15年度
290.0 306.0 309.0 320.0 22

143.0

13年度

43,083.0
65,546.0 70,000.0

重
要
度

B

B

施策名

働くひとびとの条
件整備

NPO・ボランティア
などが活動しやす
い環境整備



①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

% 280.7

50,354 8,142,832

24.2 ▲ 80.7

1,756,3691,858,297

千円

397,005

0

143,000

171.19 21.00

25,797

千円 2,035,913

175.16

91.3% 64.7 15.9 16.2

185.72 26.91

28,58126,788

2,713,186 10,495,998 10,038,099

7,778,535

1,985,9702,022,454

78.4

▲ 80.2

80.0

270.0

人 24.0827.00 180.19195.22 29.00

1,584,9941,630,405

区民生活部

１　政策目標

３　政策コスト

実績

13年度

実績

1,588,965千円

実績

総事業費伸び率
（計画比/実績比）

22年度

実績
単位

計画

58,433

171.59 22.00

664,423 694,591 156,820

0

政策評価表（基本計画＜13～22年度＞最終評価）

政策番号 23政策名 区民生活を支える基盤整備

177,616 956,817

２　政策を取り巻く環境(社会情勢、国･都の動き、区民意見等)

計画

政策評価表
作成課

4分　野

21年度
項　　目

みどりの産業で元気のでる都市をつくろう 分野番号

区民生活部区民課

20年度

  住民基本台帳、外国人登録、印鑑登録、戸籍などの情報を適正に管理、利用し、当該情報に基づく証明書等を迅速かつ効
率的に発行します。また、住民異動に伴う関連サービスを出来る限り総合的に受付、提供していくとともに、区民生活の多様
化を踏まえたサービス提供時間の充実の検討を行います。また、ＩＴ社会の進展に合わせた行政サービスの提供を図っていく
とともにセキュリティ対策を確立し、個人情報の保護に努めます。
　また、宿泊機会の提供については、区民が安価に、かつ気軽に、心身ともにリフレッシュできる保養機会を提供していきま
す。

政　策
所管部

○平成12年5月「民間と競合する公的施設の改革について」が閣議決定され、国においては宿泊施設等の新設・増設の禁
止、既存の施設は廃止、民営化等の合理化を行うこととされました。また、地方公共団体についても同様の措置を取るように要
請がありました。
○平成14年8月より住民基本台帳ネットワークが稼動しました（杉並区は、「横浜方式の導入」を表明し、平成16年8月に住基
ネット訴訟を提起。）。
○平成20年9月から本庁土日開庁開始。
○平成20年11月、戸籍システム稼働（除籍・改製原システムは22年1月稼働）。
○平成21年1月から住基ネット業務開始（平成20年8月最高裁決定を受けて住基ネットに参加）
○平成21年7月、外国人住民を住民基本台帳法の適用対象とする住基法の一部改正が行われ（平成24年7月施行予定）、今
後、外国人に対する行政サービスの充実が図られる予定です。
○平成22年11月、事務事業等の外部評価実施。本庁の土日開庁は、「区民の生活実態からみて過剰なサービスとなってい
る」との評価を受ける。区民の利便性の確保と費用対効果の観点から区民課の夜間・休日窓口のあり方について検討すること
とした。

千円

2,543

8,828,835

545,181

8,407,694 437,460

2,2192,490

千円

千円

事業費

(内)投資的経
費等

(内)委託費

職員数
(常勤｜非常勤)

人件費比率

1,667,163人件費

総事業費
(①＋⑤)

（財源）国・都
からの補助金等



６　今後の課題と方向性

22年度 目標値

７　政策を構成する施策（主な指標と重要度評価）

1　行政サービスの拡充
（1）電算化・ＩＴ機器活用によるサービス拡充
・平成13年から自動交付機による証明発行（住民票、印鑑証明
書等）のサービスを開始し、時間外、休日での証明発行が可能と
なりました。
・平成20年11月に戸籍事務の電算化を行い、窓口での証明発
行にかかる時間短縮を図りました。
・平成21年1月から、住民基本台帳ネットワークへの接続を行い、
住民票や年金現況届等の手続きについて簡略化を図ることがで
きました。
（2）夜間・休日サービスの拡充
・平成15年度より、荻窪、西荻窪、高井戸、高円寺に順次、駅前
事務所を開設し、平日夜間・土日の窓口サービスを拡充しまし
た。
・平成20年9月から本庁の土日開庁を実施しました。また、これに
合わせ、本庁区民課窓口を、区民にわかりやすく、利用しやすい
窓口とするため、カウンターや待合スペースの大幅な整備を行い
ました。
２　保養施設の充実・合理化
・平成14年度から、従前直営であった保養施設（湯河原すぎな
み荘、すぎなみ自然村）と校外施設（富士学園、弓ヶ浜学園）に
ついて、用途廃止、普通財産化した上で民間に貸与する「民営
化宿泊施設」事業を開始し、民間活力の活用・行財政改革の推
進を図りました。

　住民基本台帳、外国人登録、印鑑登録、戸籍など区民の
身近な窓口サービス分野においては、多様化する区民の
生活実態に即して、夜間・休日におけるサービス拡充を推
進することができました。また、ＩＴの活用により、証明発行時
間の短縮、証明等の申請に係る事務の合理化を図り、区民
の利便性向上を着実に進めることができました。
　なお、保養施設においては、毎年、直営時と比較して約4
億円もの大きな行革効果を上げながら、民間ノウハウを活
用し良質なサービスを提供できるようになり、満足度の高い
運営が可能となりました。

施策
番号

目標
年度

単位 年度

12.2 -11.5

４　目標達成のための10年間の主な取組 ５　政策の総合評価（政策目標に対する達成度等）

21年度

％

1　行政サービスの拡充
○区民課窓口については、本庁土日開庁に関する事業仕分けの評価を受け、夜間・休日サービスとしての開設日、開設時間
などについて、経費対効果や区民の生活実態等を踏まえた見直し・検討を行う必要があります。また、区民の窓口利用につい
ては、待ち時間の短縮、窓口サービス提供の迅速化を図るため、一層のIT化や事務改善を併せて進める必要があります。
○住民基本台帳法の改正による外国人住民情報の住民基本台帳への統合が平成24年7月に予定されています。このことに
より、外国人に対する行政サービスの拡充が進む予定です。
２　保養施設の充実・合理化
○民営化後3期9年間が経過しますが、区民ニーズの多様化や他の宿泊施設の値下げ等により、区民の利用が若干減少する
傾向にあります。また、施設の経年劣化への対応に今後、多額の費用が必要になると推察されます。このことから、民間事業
者と協力し様々な企画や宣伝の強化を図り、区民に向け積極的に営業を展開するとともに、中長期的な視点に立ち、制度全
般のあり方や施設毎のあり方、利用促進を検討していきます。

81 10.0

20年度

-
13年度

4.0

重
要
度

B

施策名

区民生活の基盤
整備

指標名

休日夜間サービス利用割合
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